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令和５年度大館市水道事業会計補正予算（第１号）実施計画 
 
 
 
 

収益的収入及び支出 
 

支              出 
     （単位：千円） 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

1 水道事業費用
 

 
1 営 業 費 用
 
2 営業外費用

 
 
1 原水及び浄水費 
 
4 消費税及び地方消費税 

1,519,886 
1,397,456 
319,810 
108,926 
37,739 

△16,210
712
712

△16,922
△16,922

1,503,676
1,398,168
320,522
92,004
20,817

 
 
 
 
 

資本的収入及び支出 
 

支              出 
（単位：千円） 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

1 水道事業資本的支出  
1 建設改良費

 
 
1 改 良 費 

1,090,745 
649,742 
642,196 

186,142
186,142
186,142

1,276,887
835,884
828,338

 

1



（単位：千円）
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 18,013
減価償却費 637,998
固定資産除却費 22,844
賞与引当金の増減額（△は減少） 0
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0
貸倒引当金の増減額（△は減少） 888
長期前受金戻入額 △ 143,489
受取利息及び配当金 1,164
支払利息及び企業債取扱諸費 71,179
固定資産売却損益（△は益） 0
未収金の増減額（△は増加） △ 14,462
未払金の増減額（△は減少） △ 13,723
前受金の増減額（△は減少） 0
預り金の増減額（△は減少） 0
たな卸資産の増減額（△は増加） 0
小計 580,412
利息及び配当金の受取額 △ 1,164
利息の支払額 △ 71,179

業務活動によるキャッシュ・フロー 508,069

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 774,355
有形固定資産の売却による収入 0
無形固定資産の取得による支出 △ 8,620
無形固定資産の売却による収入 0
有価証券の取得による支出 0
国庫補助金等による収入 107,883
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 0
補助金等の返還 △ 3,347

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 678,439

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
企業債による収入 319,800
企業債の償還による支出 △ 417,655
他会計からの出資による収入 155,718

財務活動によるキャッシュ・フロー 57,863

資金減少額 112,507
資金期首残高 2,444,297
資金期末残高 2,331,790

令和５年度大館市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（第１号補正）
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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１　固定資産 千円 千円 千円 千円
　(1) 有形固定資産
　　イ　土地
　　ロ　建物
　　　　減価償却累計額
　　ハ　構築物
　　　　減価償却累計額
　　ニ　機械及び装置
　　　　減価償却累計額
　　ホ　量水器
　　　　減価償却累計額
　　ヘ　車両運搬具
　　　　減価償却累計額
　　ト　工具器具及び備品
　　　　減価償却累計額
　　チ　建設仮勘定
　　　　有形固定資産合計
　(2) 無形固定資産
　　イ　水利権
　　ロ　借地権
　　ハ　施設利用権
　　ニ　電話加入権
　　　　無形固定資産合計
　(3) 投資
　　イ　投資有価証券
　　ロ　長期貸付金
　　　　投資合計
　　　　固定資産合計
２　流動資産
　(1) 現金預金
　　イ　現金
　　ロ　預金
　　　　現金預金合計
　(2) 未収金
　  イ　未収金
　　　  貸倒引当金
　　　　未収金合計
　(3) 貯蔵品
　　イ　材料
　　ロ　量水器
　　ハ　薬品
　　　　貯蔵品合計
　(4) 前払費用
　　イ　前払工事費
　　　　前払費用合計
　(5) その他流動資産
　　イ　保管有価証券
　　　　その他流動資産合計
　　　　流動資産合計
　　　　資産合計

令和５年度大館市水道事業予定貸借対照表（第１号補正）

資　産　の　部

（令和６年３月３１日）
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３　固定負債
　(1) 企業債
　(2) 他会計借入金
　(3) リース債務
　(4) 引当金
　　イ　特別修繕引当金
　　ロ　その他引当金
　　　　引当金合計
　(5) その他固定負債
　　　　固定負債計
４　流動負債
　(1) 一時借入金
　(2) 企業債
　(3) 他会計借入金
　(4) リース債務
　(5) 未払金
　　イ　営業未払金
　　ロ　営業外未払金
　　ハ　その他未払金
　　　　未払金合計
　(6) 未払費用
　(7) 前受金
　　イ　営業前受金
　　ロ　営業外前受金
　　ハ　その他前受金
　　　　前受金合計
　(8) 引当金
　　イ　賞与引当金
　　ロ　法定福利費引当金
　　ハ　修繕引当金
　　ニ　その他引当金
　　　　引当金合計
　(9) その他流動負債
　　イ　預り有価証券
　　ロ　預り保証金
　　ハ　預り諸税等
　　ニ　預り下水道使用料
　　ホ　その他預り金
　　　　その他流動負債合計
　　　　流動負債合計
５　繰延収益
　(1) 長期前受金
　(2) 長期前受金収益化累計額
　　　　繰延収益合計
　　　　負債合計

負　債　の　部
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６　資本金
　(1)　資本金
　　イ　固有資本金
　　ロ　出資金
　　ハ　組入資本金
　　　　資本金合計
　　　　資本金合計
７　剰余金
　(1) 資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額
　　ロ　国庫補助金
　　ハ　他会計補助金
　　ニ　他会計負担金
　　ホ　工事負担金
　　ヘ　その他負担金
　　ト　保険差益
　　チ　県補助金
　　リ　その他資本剰余金
　　　　資本剰余金合計
　(2) 利益剰余金
　　イ　減債積立金
　　ロ　利益積立金
　　ハ　建設改良積立金
　　ニ　当年度未処分利益剰余金
　　　　利益剰余金合計
　　　　剰余金合計
　　　　資本合計
　　　　負債資本合計

資　本　の　部
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注 記 
 
 
Ⅰ．重要な会計方針 
  この財務諸表等は、地方公営企業会計基準により作成している。 
 １ 有価証券の評価基準及び評価方法 
    満期保有目的債券   償却原価法（定額法） 
 ２ 固定資産の減価償却の方法 
   (1) 有形固定資産（リース資産を除く。） 
  ・減価償却の方法    定額法による。（ただし、取替資産については取替法による。） 
  ・主な資産の耐用年数 
   建物            15～50年 
   構築物            10～60年 
   機械及び装置        10～20年 
   工具器具及び備品      ４～20年 
   車両運搬具         ４～６ 年 

   (2) 無形固定資産（リース資産を除く。） 
   ・減価償却の方法    定額法による。 
   ・主な資産の耐用年数 
    水利権             20年 
   施設利用権         15～30年 
 (3) リース資産 
   ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によるが、該当する資産はない。 
   ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によるが、該当する資産はない。 
 ３ 引当金の計上方法 
(1)  退職給付引当金 

職員の退職手当に係る、秋田県市町村総合事務組合の積立金の不足に応じて発生する追加的費用
（「公営企業の管理者及び公営企業に従事する職員の退職手当に係る覚書（以下「覚書」という。）」 
第１条各号に掲げるものを除く。）については、覚書に基づき、一般会計がその全部を負担すること 

  となっているため、退職給付引当金は計上していない。 
(2)  賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度 
の負担に属する額を計上している。 

(3)  法定福利費引当金 
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額 
に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

(4)  修繕引当金 
翌事業年度実施する修繕に係る支出に備えるための額は見込まれなかったため、修繕引当金は計上 
していない。 
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(5)  貸倒引当金 
   債権の不納欠損による損失に備えるため、過去３年間の平均貸倒実績率により回収不能見込額を計  
上している。 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 
    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 
   重要な非資金取引 
    該当する取引はない。 
 
Ⅲ．予定貸借対照表等関連 
  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 
    予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のも

のも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 1,054,814千円である。 
  ２ 引当金の取崩し 
    (1) 賞与引当金の取崩し 

  令和５年度において、期末手当及び勤勉手当として38,509,464円を支給するため、賞与引当金 
12,096,476円を取り崩している。 

   (2) 法定福利費引当金の取崩し 
     令和５年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 7,817,395円を支出するた 

め、法定福利費引当金 2,382,562円を取り崩している。 
   (3) 貸倒引当金の取崩し 
     令和５年度において、不納欠損による損失として 1,123,857 円を計上するため、貸倒引当金 
     1,123,857円を取り崩している。 
 
Ⅳ．セグメント情報の開示 
  報告セグメントの概要 
   水道事業単体の報告セグメントとしている。 
 
Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 
  １ リース会計に係る特例措置 
    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、中小規模の地方公営企業の特例を適用し、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理としている。 
  ２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 
    １年内      5,257,560円 
    １年超     12,234,420円 
     計    17,491,980円 
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１ 

令和５年度大館市下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画 
 

   収益的収入及び支出 
 

収       入 
（単位：千円） 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

1 公共下水道事業  
収 益

 

2 営業外収益

 
 
6 消費税及び地方消費税還付金 

1,107,412 
324,549 
31,074 

38,997
38,997
38,997

1,146,409
363,546
70,071

合    計 1,414,338 38,997 1,453,335

 
  資本的収入及び支出 

 
   収       入 

（単位：千円）       

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

1 公共下水道事業
  資 本 的 収 入

 
 

 
1 企 業 債
 
7 国 庫補助金
 
9 負 担 金
 

 
 
1 企 業 債 
 
1 国 庫補助金 
 
2 工 事負担金 

1,701,133 
877,200 
877,200 
410,000 
410,000 
49,262 
20,774 

606,300
 392,000
 392,000
206,700
206,700
7,600
7,600

2,307,433
1,269,200
1,269,200
616,700
616,700
56,862
28,374

          合    計 1,851,208 606,300 2,457,508

 
   支             出 

（単位：千円） 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

1 公共下水道事業
 資 本 的 支 出
 
 

 
1 建設改良費
 

 
 
2 建 設 費 

2,111,175 
1,027,753 
955,997 

643,279
643,279
643,279

2,754,454
1,671,032
1,599,276

             合    計 2,370,172 643,279 3,013,451

 
 

 



１　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 △ 242,012
減価償却費 876,117
固定資産除却費 1,245
賞与引当金の増減額（△は減少） 0
法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 577
長期前受金戻入額 △ 332,890
受取利息及び配当金 △ 2
支払利息及び企業債取扱諸費 152,464
固定資産売却損益（△は益） 0
未収金の増減額（△は増加） 5,517
未払金の増減額（△は減少） 0
前受金の増減額（△は減少） 0
預り金の増減額（△は減少） 0
小計 459,862
利息及び配当金の受取額 2
利息の支払額 △ 152,464

業務活動によるキャッシュ・フロー 307,400

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 901,615
有形固定資産の売却による収入 0
無形固定資産の取得による支出 △ 53,910
無形固定資産の売却による収入 0
有価証券の取得による支出 △ 2,370
有価証券の売却による収入 0
国庫補助金等による収入 372,728
受益者負担金等による収入 55,493
補助金等の返還 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 529,674

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
一時借入れによる収入 50,000
一時借入金の返済による支出 0
企業債による収入 1,043,500
企業債の償還による支出 △ 1,327,089
他会計からの出資による収入 405,757

財務活動によるキャッシュ・フロー 172,168

資金減少額 50,106
資金期首残高 85,255
資金期末残高 35,149

令和５年度大館市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（第１号補正）
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：千円）
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１　公共下水道固定資産 千円 千円 千円 千円
　(1) 有形固定資産
　　イ　土地 ������

　　ロ　建物 �

　　　　減価償却累計額 � �

　　ハ　構築物 �������	��

　　　　減価償却累計額 
�	�	����� �������	

　　ニ　機械及び装置 �������

　　　　減価償却累計額 
������	 ����	�

　　ホ　車両運搬具 �����

　　　　減価償却累計額 
�	�� ����

　　ヘ　工具器具及び備品 �������

　　　　減価償却累計額 
�������� ������

　　ト　建設仮勘定 ����	�

　　　　有形固定資産合計 ����������

　(2) 無形固定資産
　　イ　借地権 �

　　ロ　特許権 �

　　ハ　施設利用権 ��������

　　ニ　電話加入権 �����

　　　　無形固定資産合計 ���	�	�

　(3) 投資その他の資産
　　イ　投資有価証券 �����

　　　　投資その他の資産合計 �����

　　　　公共下水道固定資産合計 ����	�����

２　特定環境保全公共下水道固定資産
　(1) 有形固定資産
　　イ　土地 ���

　　ロ　建物 �

　　　　減価償却累計額 � �

　　ハ　構築物 ��������

　　　　減価償却累計額 
�������	� ��������

　　ニ　機械及び装置 �	����

　　　　減価償却累計額 
�������� �����	

　　ホ　車両運搬具 �

　　　　減価償却累計額 � �

　　ヘ　工具器具及び備品 ������

　　　　減価償却累計額 
����	� 	����

　　ト　建設仮勘定 �

　　　　有形固定資産合計 ��	������

　(2) 無形固定資産
　　イ　借地権 �

　　ロ　特許権 �

　　ハ　施設利用権 �������

　　ニ　電話加入権 �

　　　　無形固定資産合計 �������

　(3) 投資その他の資産
　　イ　投資有価証券 �

　　　　投資その他の資産合計 �

　　　　特定環境保全公共下水道固定資産合計 ������

３　流動資産
　(1) 現金預金
　　イ　現金 �

　　ロ　預金 �����

　　　　現金預金合計 �����

　(2) 未収金
　　イ　未収金 �����

　　　　貸倒引当金 
��	� ������

令和５年度大館市下水道事業予定貸借対照表（第１号補正）

資　産　の　部
（令和６年３月３１日）
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　(3) 貯蔵品
　　イ　材料 �

　　ロ　薬品 �

　　　　貯蔵品合計 �

　(4) 前払金
　　イ　前払工事費 �

　　　　前払金合計 �

　(5) その他流動資産
　　イ　保管有価証券 �

　　　　その他流動資産合計 �

　　　　流動資産合計 ������

　　　　資産合計 ����������

４　固定負債
　(1) 企業債 ���������

　(2) 他会計借入金 �

　　　　固定負債合計 ���������

５　公共下水道流動負債
　(1) 一時借入金 �������

　(2) 企業債 ���	�����

　(3) 他会計借入金 �

　(4) 未払金
　　イ　営業未払金 �

　　ロ　営業外未払金 �

　　ハ　その他未払金 �

　　　　未払金合計 �

　(5) 未払費用 �

　(6) 前受金
　　イ　営業前受金 �

　　ロ　営業外前受金 �

　　ハ　その他前受金 �

　　　　前受金合計 �

　(7) 引当金
　　イ　賞与引当金 ���	

　　ロ　法定福利費引当金 �����

　　ハ　修繕引当金 �

　　　　引当金合計 �����

　(8) その他流動負債
　　イ　預り有価証券 �

　　ロ　預り保証金 	��

　　ハ　預り諸税等 �

　　ニ　その他流動負債 �

　　　　その他流動負債合計 	��

　　　　公共下水道流動負債合計 ��������

６　特定環境保全公共下水道流動負債
　(1) 一時借入金 �

　(2) 企業債 ����	

　(3) 未払金
　　イ　営業未払金 �

　　ロ　営業外未払金 �

　　ハ　その他未払金 �

　　　　未払金合計 �

　(4) 未払費用 �

　(5) 前受金
　　イ　営業前受金 �

　　ロ　営業外前受金 �

　　ハ　その他前受金 �

　　　　前受金合計 �

負　債　の　部
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　(6) 引当金
　　イ　賞与引当金 ���

　　ロ　法定福利費引当金 �	�

　　ハ　修繕引当金 �

　　　　引当金合計 �����

　(7) その他流動負債
　　イ　預り有価証券 �

　　ロ　預り保証金 �

　　ハ　預り諸税等 �

　　ニ　その他流動負債 �

　　　　その他流動負債合計 �

　　　　特定環境保全公共下水道流動負債合計 �������

７　繰延収益
　(1) 長期前受金 16,581,125
　　　長期前受金収益化累計額 △ 4,659,623
　　　　繰延収益合計 ����������

　　　　負債合計 �	������	

８　資本金
　(1) 資本金
　　イ　固有資本金 �����	

　　ロ　出資金 ��	�	����

　　ハ　組入資本金 �

　　　　資本金合計 ���������

　　　　資本金合計 ���������

９　剰余金
　(1) 資本剰余金
　　イ　受贈財産評価額 ��	�

　　ロ　国庫補助金 �����

　　ハ　他会計補助金 �

　　ニ　他会計負担金 �

　　ホ　受益者負担金 	�	��

　　ヘ　工事負担金 �

　　ト　その他負担金 �

　　チ　県補助金 �

　　リ　その他資本剰余金 �

　　　　資本剰余金合計 �����

　(2) 利益剰余金
　　イ　当年度未処理欠損金 ��	���	��

　　　　利益剰余金合計 
���	���	��

　　　　剰余金合計 
���	������

　　　　資本合計 ��������

　　　　負債資本合計 ����������

資　本　の　部
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注 記 

 
Ⅰ．重要な会計方針 

この財務諸表等は、地方公営企業会計基準により作成している。 
１ 固定資産の減価償却の方法 
（１） 有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法     定額法による。 
・主な資産の耐用年数 
構築物        ５０年 
機械及び装置     ２０年 
車両運搬具       ５年 
工具器具備品   ５～１５年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法     定額法による。 
・主な資産の耐用年数 
 施設利用権      ５０年 

 （３）リース資産 
   ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によるが、該当

する資産は無い。 
   ・所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産 
    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によるが、該当す

る資産は無い。 
 
２ 引当金の計上方法 
(１) 退職給付引当金 

職員の退職手当に係る、秋田県市町村総合事務組合の積立金の不足に応じ
て発生する追加的費用（「公営企業の管理者及び公営企業に従事する職員の
退職手当に係る覚書（以下「覚書」という。）」第１条各号に掲げるものを
除く。）については、覚書に基づき、一般会計がその全部を負担することと
なっているため、退職給付引当金は計上していない。 

（２）賞与引当金 
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給

見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
（３）法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年
度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい



 

��

 

る。 
（４）修繕引当金 

翌事業年度実施する修繕に係る支出に備えるための額は見込まれなかった
ため、修繕引当金は計上していない。 

（５）貸倒引当金 
債権の不納欠損による損失に備えるため、過去３年間の平均貸倒実績率に

より、回収不能見込額を計上している。 

 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

  重要な非資金取引 

  該当する取引はない。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連（令和５年度分） 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して
１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額
は６，９０１，７００千円である。 

 

 ２ 引当金の取崩し 

 （１）賞与引当金の取崩し 

    令和５年度において、期末手当及び勤勉手当として２１，５１４，５０２
円を支給するため、賞与引当金７，１７１，５０３円を取り崩している。 

 （２）法定福利費引当金の取崩し 

    令和５年度において、期末手当及び勤勉手当に係る共済負担金として４，
２２９，５９０円を支出するため、法定福利費引当金１，４０９，８６６円
を取り崩している。 

 （３）貸倒引当金の取崩し 

    令和５年度において、不納欠損による損失４９１，４８０円を計上するた
め、貸倒引当金４９１，４８０円を取り崩している。 

 

Ⅳ．予定貸借対照表等関連（令和４年度分） 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して
１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額
は６，５５６，０９９千円である。 
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 ２ 引当金の取崩し 

 （１）賞与引当金の取崩し 

    令和４年度において、期末手当及び勤勉手当として２０，２７９，０３５
円を支給するため、賞与引当金７，２７１，８１９円を取り崩している。 

 （２）法定福利費引当金の取崩し 

    令和４年度において、期末手当及び勤勉手当に係る共済負担金として３，
９９３，９０１円を支出するため、法定福利費引当金１，４２４，３３８円
を取り崩している。 

 （３）貸倒引当金の取崩し 

    令和４年度において、不納欠損による損失８６３，５８８円を計上するた
め、貸倒引当金８６３，５８８円を取り崩している。 

 

Ⅴ．セグメント情報の開示 

 １ 報告セグメントの概要 

   大館市下水道事業では、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を
運営していることから、この２つを報告セグメントとしている。 

   報告セグメントは、大館市下水道事業の構成単位のうち分離された財務情報
が入手可能であり、予算の策定及び業績を評価するために、定期的に議会に報
告される対象となっているものである。 

 

 ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

  当年度（自 令和５年４月１日  至 令和６年３月３１日） 

（単位：千円）   

 公共下水道 

事   業 

特定環境保全
公 共 下 水  

道 事 業 

合 計 

営業収益 

営業費用 

732,722 
1,125,237 

111,623 
277,716 

844,345
1,402,953

営業損益 

経常損益 

△392,515 
△229,199 

△166,093 
△265 

△558,608
△229,464

セグメント資産 24,310,950 6,069,045 30,379,995
セグメント負債 22,631,244 5,432,674 28,063,918
その他の項目 

 他会計繰入金 

 減価償却費 

 受取利息 

 支払利息 

 
642,754 
685,197 

1 
130,152 

 
184,428 
190,920 

1 
22,312 

827,182
876,117

2
152,464
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 特別利益 

 特別損失 

  うち減損損失 

有形固定資産及び無形固
定資産の増加額  

3 
2,095 

1 
1,524,888 

 

3 
459 
1 

13,938 
 

6
2,554

2
1,538,826

 

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、中小規模の地方公営企
業の特例を適用し、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理としてい
る。 

 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内   77,550円 

   １年超        0円 

    計     77,550円 
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